
１．令和７年度燕市一般会計補正予算（第８号）について

　（１） 補正額と財源内訳 （単位：千円）

　（２） 歳入の概要
※歳入及び歳出の概要の補正前予算額は今回補正となる科目を対象に集計してあります。 （単位：千円）

緊急自然災害防止対策事業債 1,091,700 160,000 歳出8

緊急防災・減災事業債 1,757,900 6,400 歳出6

６ 市債 市債 雪寒事業 37,100 5,100 歳出9

物流センターアクセス道路整備事業に係る前払
金返還金

0 5,500
歳出10、別
紙

物流センターアクセス道路整備事業に係る契約
違約金

0 1,971 別紙

令和７年度燕市一般会計補正予算（第８号）の概要 議案
番号 1 資料

番号 1
企画財政課

－

補 正 前 の 額 今 回 補 正 額
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,626,240 1,076,771 171,500 1,923,500

財 源 内 訳
補 正 後 の 額

　今回の補正予算は、物価高の影響が長期化する中、国の交付金を活用し、市民生活や経済活動を下支えするため、燕応援フェニックスクーポンの
全市民への配布及び水道基本料金の減免を実施するとともに、特に影響の大きい住民税非課税世帯やひとり親世帯等に対し臨時の給付金を支給す
るための予算を計上します。
　また、国の補正予算を活用し、令和8年度に予定している社会資本整備総合交付金事業と埋蔵文化財事業を前倒して予算を計上するなど、早急に
必要となる予算を計上します。
　加えて、ふるさと燕応援寄附金の昨年末実績を踏まえ、寄附額から諸経費を除いた額を財政調整基金に積み立てます。なお、財政調整基金に積み
立てた寄附金は、令和8年度当初予算において、新規・重点事業等に充当させていただく予定です。

２ 歳出11

補正額

国庫支出金 国庫負担金 遺跡発掘調査費負担金 0 408,162

454,469

１ 地方交付税 地方交付税 普通交付税 7,242,639 452,498

56,832,007

番号 科　　　　　　目 補正前予算額 関連歳出等

53,205,767

３ 県支出金 県補助金 生活交通確保対策運行費補助金 0 2,185 歳出2

国庫補助金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

社会資本整備総合交付金 428,606 7,727

歳出3、4、
5、7

573,904 641,197

歳出9

0 17,500

４ 寄附金 寄附金

新潟県灯油購入費助成事業補助金

歳出1ふるさと燕応援寄附金 3,500,000 1,918,000

５ 諸収入 雑入

歳出4
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　（３） 歳出の概要 （単位：千円）

７

補正前予算額番号
事　業　名　等

交通対策費

２

-

項

総務管理費

ふるさと燕応援寄附金の昨年末実績等を踏まえ、寄附額
から諸経費を除いた額を財政調整基金に積み立てます。

・財政調整基金積立金　　　　     2,131,542千円
　ふるさと燕応援寄附金積立分　1,918,000千円
　その他積立分　213,542千円
　（補正後基金残高　4,385,313千円）
　
普通交付税追加交付のうち、国の通知により後年度の臨
時財政対策債償還金充当分として示された額を減債基金
に積み立てます。

・減債基金積立金　　　　　　    　　75,185千円
　（補正後基金残高　1,267,584千円）
　
　普通交付税追加交付　　　452,498千円のうち
　臨時財政対策債償還分　 　　　　75,185千円

特定財源 一般財源

説明
資料

総務課・
企画財政

課1

財源内訳
財政管理費

2,051,784

生活交通確保対策事業

人件費等の運行に要する経費の高騰や利用者数の減少等
から市内路線バス運行事業者の補助対象経費が見込を上
回ったため、補助金を増額します。

・生活交通確保対策運行費補助金　　 　5,405千円
20,912 5,405 2,185

2,206,727

４
事　業　名　等 説明

資料

１ 項

事　業　概　要

1

目

番号

1,918,000

企画財政課

補正額

款

補正前予算額

２ 総務費

担当課 特定財源 一般財源

担当課

都市計画課

288,727

目

2

補正額

基金積立金

3,220

生活交通確保対策費

財源内訳
事　業　概　要

県支出金

寄附金
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（単位：千円）

補正前予算額 補正額
財源内訳

令和7年度住民税非課税世帯等
に対する臨時給付金支給事業

社会福祉課

目 生活困窮者自立支援費

番号

番号
事　業　名　等

事　業　概　要

2,317

子育て応援課

低所得のひとり親世帯等（住
民税非課税世帯等以外）に対
する臨時給付金支給事業 0

８ 目

３

補正前予算額

0

２

款

項

説明
資料担当課

4

児童扶養手当費

特定財源

生活保護費

企画財政
課1

子育て応
援課1

国の交付金を活用し、低所得のひとり親世帯等の児童1
人につき、5千円の臨時給付金を支給します。
（燕市の令和7年度住民税非課税世帯等に対する臨時給
付金の支給対象世帯を除く）

・低所得のひとり親世帯等（住民税非課税世帯等以外）
　に対する臨時給付金
　（@5千円×400人）　　　　　　      2,000千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　     4千円
・印刷製本費　　　　　　　　　　　   　 12千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　      46千円
・手数料　　　　　　　　　　　　　   　 57千円
・時間外勤務手当　　　　　　　　　     198千円

民生費

145,238 127,738 17,500

企画財政
課1

社会福祉
課1

国県の交付金等を活用し、令和7年度住民税非課税世帯
等に1世帯当たり2万円の臨時給付金を支給します。

・令和7年度住民税非課税世帯等に対する臨時給付金
　（@2万円×7,000世帯）
　　　　　　　　　　　　　　　　   140,000千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　   　605千円
・印刷製本費　　　　　　　　　　   　　 45千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　   1,505千円
・手数料　　　　　　　　　　　　　　   858千円
・時間外勤務手当　　　　　　　　　   1,500千円
・会計年度任用職員報酬（1人）　　　    600千円
・会計年度任用職員社会保険料　　　　    90千円
・会計年度任用職員費用弁償　　　　　    35千円

0

事　業　名　等

一般財源特定財源

児童福祉費

事　業　概　要

財源内訳 説明
資料担当課

２

３

項

補正額
一般財源

3 2,317

110,238

17,500

国庫支出金

国庫支出金

県支出金
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（単位：千円）

補正前予算額
一般財源

補正額事　業　概　要
説明
資料担当課 特定財源

番号
事　業　名　等 財源内訳

7

燕応援フェニックスクーポン
発行事業（第８弾）

国の交付金を活用し、市内登録店舗で利用できる市民
1人5千円のクーポン券を配布します。

・燕応援フェニックスクーポン券利用補助金
　（5千円×76,100人×想定利用率93%）
　　　　　　　　　　　　　   　　　353,865千円
・消耗品費　　　　　　　　　   　　　　219千円
・印刷製本費　　　　　　　　　   　　6,068千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　   　6,759千円
・クーポン券封入封緘業務委託料　　   2,317千円
・会計年度任用職員報酬（2人） 　　   2,779千円
・会計年度任用職員期末手当　　　　　   455千円
・会計年度任用職員勤勉手当　　　　　   383千円
・会計年度任用職員社会保険料　　　　   685千円
・会計年度任用職員費用弁償　　　　　    65千円

0 373,595 373,595

４

財源内訳

目 環境衛生費

一般財源

水道料金臨時負担軽減事業

国の交付金を活用し、水道料金の基本料金を令和8年6月
検針分から令和8年11月検針分までの6か月間全額減免し
ます。

・燕・弥彦総合事務組合水道料金減免負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　 154,707千円
・水道料金緊急対策補助金　　　   　　　300千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　   　 　40千円

0 155,047 155,047

目 商工振興費

補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料

１ 目

２

5 0

１ 項 保健衛生費

事　業　概　要

衛生費

事　業　名　等

８

款

１ 項 労働費

労働諸費

企画財政
課1

生活環境
課1

生活環境課

担当課

５ 款 労働費

特定財源
番号

１ 項 商工費

７ 款 商工費

-

商工振興課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
説明
資料担当課 特定財源 一般財源

6

勤労者総合福祉センター（あ
おぞら）運営費

勤労者総合福祉センターの空調設備の室外機が故障した
ため、修繕に必要な予算を計上します。

・修繕料　　　　　　　　　　　　   　6,490千円

0 6,490 6,400 90

企画財政
課1

商工振興
課1

商工振興課

0

国庫支出金

国庫支出金

市債
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（単位：千円）

10

物流センターアクセス道路
（大曲他地内）整備事業

受託事業者の破産手続開始により未完了となった測量設
計において、国の交付金を活用するため令和7年度中に
着手する必要があることから、不足する経費を計上しま
す。

・測量設計業務委託料　　　　　　　　 5,500千円

0

事　業　名　等
事　業　概　要 補正前予算額 補正額

８ 目 文化振興総務費

目 道路除雪費

款 土木費

番号
事　業　名　等

事　業　概　要

408,162 408,162 0
社会教育

課1

社会教育課

補正額
財源内訳

６ 目 社会資本整備総合交付金事業

5,500 5,500 0 別紙

説明
資料担当課 特定財源

160,000 144,500 -

土木課

２ 項 道路橋梁費

８

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

8

除排雪対策事業

今冬の降雪状況に対応するため、不足が見込まれる除排
雪対策経費を増額します。

・除雪機械借上料　　　　　　　   　144,000千円
　（一斉除雪4回分を追加（当初計上2回分））
・修繕料　　　　　　　　　　　   　160,000千円
　（消融雪施設）
・消耗品費　　　　　　　　　　   　　　500千円
　（凍結防止剤、冬期用常温合材等）

233,601 304,500

一般財源

４

補正前予算額

9

雪寒事業

国の補正予算を活用し、令和8年度に予定している消雪
施設整備費を前倒して予算計上します。

・工事請負費　　　　　　　　　 　 　13,259千円
61,495 13,259 12,827 432 土木課1

土木課

４ 項 社会教育費

１０款 教育費

土木課

番号
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

11

埋蔵文化財事業

国の補正予算を活用し、令和8年度に予定している石港
遺跡の整理調査業務及び浦田遺跡の発掘調査業務を前倒
して予算計上します。

・埋蔵文化財発掘調査等業務委託料 　408,038千円
・埋蔵文化財調査協力謝金　　　　　　　　65千円
・費用弁償　　　　　　　　　　　　　　　49千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　10千円

201,903

517,714

市債

諸収入

7,727

5,100

国庫支出金

市債

国庫支出金
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　（４）繰越明許費補正

　（５） 債務負担行為補正

　（６） 地方債補正

（単位：千円）

労働費 1 労働費 勤労者総合福祉センター（あおぞら）運営費（空調設備修繕） 6,490 -

　道路改良事業（ゼロ市債） 100,000 -令和8年度

7 商工費 1

追　加 （単位：千円）

事　　項 期　　間 説明資料限　度　額

10

5

商工振興課1

社会福祉課1

4 155,047 生活環境課1

3 民生費 3 生活保護費 令和7年度住民税非課税世帯等に対する臨時給付金支給事業 145,238

衛生費 1 保健衛生費

408,162 社会教育課1

8

3 民生費 2 児童福祉費
低所得のひとり親世帯等（住民税非課税世帯等以外）に対する臨時給付
金支給事業

2,317 子育て応援課1

埋蔵文化財事業

水道料金臨時負担軽減事業

土木費 2 道路橋梁費 社会資本整備総合交付金事業（雪寒事業） 13,259 土木課1

商工費 燕応援フェニックスクーポン発行事業（第８弾） 373,595

3 民生費 2 児童福祉費 大曲八王寺保育園駐車場等整備事業 38,000 -

追　加

事　業　名款 項

同左 同左

1,251,700

教育費 4 社会教育費

償 還 の 方 法

変　更

起 債 の 目 的
補 正 後

限 度 額 起 債 の 方 法

金　　額 説明資料

（単位：千円）

限 度 額 起 債 の 方 法 利 率償還の方法

5.0％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金、地
方公共団体金融機
構資金等につい

て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し

後の利率）

利率

25年以内（うち据置5
年以内）の年賦又は
半年賦とし、元金均
等又は元利均等の方
法により償還する。
ただし、財政の都合
により据置期間中で
あっても繰上償還を
し、償還年限を短縮
し、又は低利債に借
り換えることができ

る。

緊 急 自 然 災 害
防 止 対 策 事 業 債

1,091,700

普通貸借 同左

補 正 前

緊急防災・減災事業債 1,757,900 1,764,300

消 雪 施 設 整 備 事 業 37,100 42,200
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令和７年度ふるさと燕応援寄附金の寄附状況等について
総務課・企画財政課１

令和7年度のふるさと燕応援寄附金は、 12月末現在で45.21億円（前年同期比▲12%）となっており、このうち、「産業の
振興、教育、福祉、子育てに関すること、市長におまかせ」への寄附額は38.36億円であり、諸経費を除いた額である
19.18億円を財政調整基金に積み立て、令和8年度新規・重点事業等の財源として活用させていただきます。
引き続き、寄附目標額の達成に向けて、取り組みを進めてまいります。

■当初予算

積立先
歳出予算歳入予算

寄附目標額寄附金の使い途
積立金経費(事業費)寄附金

財政調整基金0億円25億円25億円50億円
産業の振興、教育、福祉、子育てに関
すること、市長におまかせ

文化財保護振興基金5億円5億円10億円10億円
「水道の塔」をはじめとした文化財の
保存や活用等（自治体CF）

5億円30億円35億円60億円合 計

積立先
補正後歳出予算補正後歳入予算12月末時点の

寄附実績寄附金の使い途
積立金経費(事業費)寄附金

財政調整基金
19.18億円

（うち今回補正額
19.18億円）

25億円
44.18億円

（うち今回補正額
19.18億円）

38.36億円
産業の振興、教育、福祉、子育てに関
すること、市長におまかせ

文化財保護振興基金5億円5億円10億円6.85億円
「水道の塔」をはじめとした文化財の
保存や活用等（自治体CF）

24.18億円30億円54.18億円45.21億円合 計

■12月末時点の寄附実績と補正後予算額
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水道料金臨時負担軽減事業　R8.1補正予算額：155,047千円 ※今回補正

(水道基本料金の負担軽減　6月検針分から11月検針分までの6か月間全額減免)

【国制度】

物価高対応子育て応援手当支給事業

（児童1人当たり2万円を支給）

R7.12補正予算額：219,357千円

※全額重点支援地方交付金とは別財源

国が示す「推奨事業メニュー」を踏まえ、

R8当初予算以降に予算化予定

低所得のひとり親世帯等（住民税非課税世帯等以外）に対する臨時給付金支給事業

（児童1人当たり5千円を支給）

R8.1補正予算額：2,317千円　※今回補正

学校給食費等の保護者負担軽減

（小中学校・保育園・こども園の

給食材料費価格上昇分を支援）

令和7年度住民税非課税世帯等に対する

臨時給付金支給事業

（1世帯当たり2万円を支給）

（うち灯油等購入費助成事業分5千円 【県制度】）
●

●

※県制度(35,000千円)は

重点支援地方交付金とは別財源

事業者支援

燕応援フェニックスクーポン発行事業(第8弾)　R8.1補正予算額：373,595千円 ※今回補正

(市民1人当たり 5千円分、5月下旬から順次発送、使用期限は令和8年12月31日まで)

　　国の総合経済対策に伴う重点支援地方交付金等を活用した物価高騰支援策

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響が長期化する中、国の交付金を活用し、市民生活や経済活動を下支えするため、燕応援フェニックスクーポンの全市民への配布

及び水道基本料金の6カ月間減免を実施するとともに、特に影響の大きい低所得世帯やひとり親世帯に対し臨時の給付金を支給します。

　なお、本補正では交付金の一部を予算化し、残りの交付金については、国が示す推奨事業メニューを踏まえ、令和8年度当初予算以降に予算化を検討してまいります。

生活者支援

〈低所得世帯支援〉 〈子育て世帯支援〉 

〈市民生活の下支え〉 〈経済活動の下支え〉

重点支援地方交付金 交付限度額 838,321千円

うち今回補正充当額  641,197千円（補正後活用可能残 197,124千円）

企画財政課１

R8当初に予算化予定

R8.1補正予算額：145,238千円 ※今回補正
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　・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

110,238千円

17,500

特定財源の内訳

施　　策 地域福祉の推進

総
合
計
画

戦　 　略 活動人口戦略

基本方針 つながり、支え合う地域社会の実現

補正後予算額

主 要 事 業 説 明 資 料 社会福祉課1

（単位：千円）

事業名
令和7年度住民税非課税世帯等に対する臨時給
付金支給事業

新規
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

145,238 110,238 17,500

　・新潟県灯油購入費助成事業補助金

　 17,500千円（5千円×助成率1/2×7,000世帯）

　1．支給対象世帯 3．給付金の額

　　令和7年度住民税非課税世帯及び生活保護世帯 　1世帯当たり2万円

　　※住民税非課税世帯のうち、住民税が課税されている者の 　（うち灯油等購入費助成事業分5千円）

　　　扶養親族等のみからなる世帯を除く

4．申請方法・支給時期

　2．対象世帯数（見込）

　　①支給対象世帯で、市が振込口座を把握している世帯　

5,000世帯

　　②市が口座情報や支給要件を確認する必要がある世帯

2,000世帯

※確認書により振込口座を確認し、申請書により支給要件を確認します。

・ 令和7年度住民税非課税世帯等に対する臨時給付金

（@2万円×7,000世帯） 千円

・ 消耗品費 千円

・ 印刷製本費 千円

・ 通信運搬費 千円

・ 手数料 千円

・ 時間外勤務手当 千円

・ 会計年度任用職員 千円

（報酬、費用弁償、社会保険料）

申請方法

準備が出来次第
速やかに

確認書または申請書の提出
(案内を送付するとともに広報で周知)

②対象世帯
に該当

準備が出来次第
速やかに

支給時期

申請不要
（案内を送付）

支給対象世帯

①対象世帯
に該当

605

45

858

1,500

725

事業概要

事業費内訳

期待される効果
給付金を支給することで、物価高の影響を受ける住民税非課
税世帯等の経済的負担の軽減を図ります。

140,000

1,505

担当課 健康福祉部　社会福祉課

145,238
補正理由

国県の交付金等を活用し、住民税非課税世帯等に1世帯当たり2
万円の臨時給付金を速やかに支給する必要があるため
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1.支給対象者 3．給付金の額

　基準日（令和8年1月1日）時点の児童扶養手当の受給者 　児童扶養手当の対象児童1人につき5千円

　　（燕市の令和7年度住民税非課税世帯等に対する臨時

　　給付金の支給対象世帯を除く） 4．申請方法

　申請不要（案内を送付）

2．対象世帯、対象児童数（見込）

　対象世帯数：280世帯、対象児童数：400人 5．支給時期

　準備が出来次第、速やかに

主 要 事 業 説 明 資 料 子育て応援課１

（単位：千円）

特定財源の内訳

事業名
低所得のひとり親世帯等（住民税非課税世
帯等以外）に対する臨時給付金支給事業

新規
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,317 2,317

施　　策 子育て支援の充実

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　　2,317千円

2,317
補正理由

国の交付金を活用し、事業概要の支給対象者に掲げる低所
得のひとり親世帯等の児童1人につき、5千円の臨時給付金
を速やかに支給する必要があるため

総
合
計
画

戦　 　略 活動人口戦略

基本方針 次代につなぐ教育の推進・子育て支援

補正後予算額

事業概要

事業費内訳

・低所得のひとり親世帯等（住民税非課税世帯等以外）
　に対する臨時給付金
　（@5千円×400人）　　　　　　　　　 2,000千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　  4千円
・印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　 12千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　   46千円
・手数料　　　　　　　　　　　　　　　　 57千円
・時間外勤務手当　　　　　　　　　　　  198千円

期待される効果
給付金を支給することで、物価高の影響を受ける低所得の
ひとり親世帯等（住民税非課税世帯等以外）の経済的負担
の軽減を図ります。

担当課 こども政策部　子育て応援課
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事業費内訳

・燕・弥彦総合事務組合水道料金減免負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　 154,707千円
・水道料金緊急対策補助金　　　　 　　　300千円
・通信運搬費　　　　　　　　 　　 　　　40千円

期待される効果
水道基本料金を減免することで市民生活や経済活動の下支
えを図ります。

担当課 市民生活部　生活環境課

事業概要

　令和8年6月検針分から11月検針分までの6か月間の水道基本料金を全額減免するため、市内の水道使用者（官公庁と臨時用を除
く）に次の措置を講じます。

支援方法

水道使用者に基本料金の全額を助成する補助金を交付61件
② 燕・弥彦総合事務組合水道局以外から

　給水を受けている水道使用者

施　　策 水道水の安定供給と汚水処理の効率化

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　155,047千円
155,047

補正理由
国の交付金を活用し、物価高の影響を受ける市民及び事業
者を早急に支援する必要があるため

総
合
計
画

戦　 　略 人口戦略を支える都市環境の整備

基本方針 持続可能な都市基盤の構築

補正後予算額

事業名 水道料金臨時負担軽減事業 新規
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

155,047 155,047

主 要 事 業 説 明 資 料 生活環境課１

（単位：千円）

特定財源の内訳

水道使用者の基本料金を全額減免するため、
燕・弥彦総合事務組合水道局に負担金を交付

36,147件

対象者数
（R7.11月末現在）

① 燕・弥彦総合事務組合水道局から
　給水を受けている水道使用者

対象者
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商工振興課１

一般財源

商工業の活性化

主 要 事 業 説 明 資 料

特定財源の内訳

定住人口戦略

（単位：千円）

373,595

財源内訳

地方債国庫支出金 県支出金
補正予算額

施　　策

戦　 　略

事業名 燕応援フェニックスクーポン発行事業（第8弾） 新規

総
合
計
画

基本方針

373,595

その他

活力ある産業の振興

補正後予算額

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

  5月下旬から順次発送予定

　会計1,000円（税込）につき1枚使用可能

　令和8年12月31日まで

　募集期間：令和8年2月6日～2月20日  

373,595食料品等の物価高騰の影響を受けた市民の家計負担を軽減すると
ともに、材料費等の高騰に直面している市内飲食店等への影響を消
費喚起により緩和するため

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　373,595千円

補正理由

　　　市内飲食店等で使用できる「燕応援フェニックスクーポン　第8弾」を発行します。

　　　【使用方法】

　市民１人当たり、500円の割引券×10枚（5,000円分）

　郵送　（4月30日時点で燕市に住民登録されている個人あて）

　　　【郵送時期】

　　　【配布方法】

　　　【クーポン】

事業概要

　　　【使用期限】

　　　【登録店舗】
  ※登録店舗は、クーポン券発送の際に同封する「取扱い店舗一覧」に掲載します。
 

事業費内訳

・燕応援フェニックスクーポン券利用補助金  353,865千円
・会計年度任用職員報酬・手当等　　　　　　　4,367千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　　  219千円
・印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　　　6,068千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　6,759千円
・クーポン券封入封緘業務委託料    　　　　　2,317千円

期待される効果
市民の消費意欲が高まり、市内飲食店、小売店、サービス業
店での消費を促すことにより経済活動の活性化が期待でき
ます。

担当課 産業振興部　商工振興課
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　社会資本整備総合交付金 千円

　消雪施設整備事業 千円

　歩行者や通行車両の安全と円滑な通行を確保するため、国の交付金を活用し、消雪施設の更新を図ります。

　■施工位置図

事業費内訳 ・工事請負費　13,259千円
期待される効果 歩行者や通行車両の安全と円滑な通行を確保します。

担当課 都市整備部　土木課

事業概要

施工地 事業期間

吉田中町ほか　地内 R2～R9

整備内容

消雪パイプ更新　L=300ｍ

事業名

雪寒事業 13,259 千円

補正予算額

5,100 432

特定財源の内訳

施　　策 人にやさしい道路環境の整備

98,754

7,727

補正理由
国の補正予算を活用し、令和8年度に予定している社会資本整
備総合交付金事業を前倒し実施するため

5,100

総
合
計
画

戦　 　略 人口増戦略を支える都市環境の整備

基本方針 快適な都市機能の向上
補正後予算額

主 要 事 業 説 明 資 料 土木課1

事業名 社会資本整備総合交付金事業
（雪寒事業）

継続
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

13,259 7,727

-13-



主 要 事 業 説 明 資 料 社会教育課1

事業名 埋蔵文化財事業 継続
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

408,162 408,162

特定財源の内訳

施　　策 生涯学習・文化活動の充実
遺跡発掘調査費負担金　　408,162千円

610,065
補正理由

国の補正予算を活用し、石港遺跡の整理調査業務及び浦田遺
跡の発掘調査業務を前倒して予算計上するもの

総
合
計
画

戦　 　略 活動人口戦略

基本方針 いきいきと輝く健康づくり・生きがいづくり
補正後予算額

事業概要

・石港遺跡は、分水地区の渡部橋付近にある「夕ぐれの岡」西裾に広がる古墳時代の
拠点的集落遺跡であり、国の大河津分水改修事業に伴い、記録保存のための発掘調
査を令和4年度から実施しています。令和7年度に現地調査が完了し、令和8年度から
は整理調査を実施します。
・浦田遺跡は、大河津分水路右岸の新長・野中才地内にある古墳時代から古代の遺
跡であり、国の大河津分水改修事業の一環で行う掘削土処理（分水西部地区）工事に
伴い、記録保存のための発掘調査を令和8年度から実施します。

【調査概要】
・石港遺跡　調査期間：9カ年（現地調査：R4～7、整理・報告書作成：R8～12）
      　　　　  事業費：R8年度　207,431千円
・浦田遺跡　調査期間：5カ年（現地調査：R8・9、整理・報告書作成：R10～12）
　　　　　　　 調査面積：R8年度　2,499㎡（全体3,813㎡）
　　　　　　　 事業費：R8年度　200,731千円

事業費内訳

・埋蔵文化財発掘調査等業務委託料　　 408,038千円
　(石港遺跡分:207,332千円、浦田遺跡分:200,706千円)
・埋蔵文化財調査協力謝金　　　　　　　　　65千円
・費用弁償　　　　　　　　　　　　　　　　49千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　10千円

期待される効果 文化財の適切な保存や活用に資することが期待されます。

担当課 教育委員会 社会教育課

位置図

石港遺跡

浦田遺跡

石港遺跡 出土品 浦田遺跡 出土品

国土地理院GISマップ
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